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-------------------------------------------------------------------------------------- 

中小企業の賃上げ状況と企業規模による格

差拡大～帝国データバンクのアンケート調査

結果から 

◆賃上げの求めと中小企業の状況 

2024 年の春闘では、日本労働組合総連合会

（連合）が４月４日に発表した集計結果によれば、

全体の賃上げ率は平均で 5.24％と 33 年ぶりの高

水準となりました。 

人手不足や物価高騰を背景に賃上げが求めら

れる状況が続いていますが、大企業が積極的に賃

上げ策を進める一方、中小企業では賃上げに対す

る厳しい状況が見えてきます。 

◆「小規模企業」の賃上げ実施割合は全体を 10

ポイント以上下回る 

帝国データバンクが 2024 年４月 18 日に公表した

調査によれば、2024 年度の賃上げ実施割合は

77.0％と高水準ですが、規模別に「賃上げ」する／

した企業の割合をみると、「大企業」は 77.7％、「中

小企業」は 77.0％とほぼ同水準となった一方で、

「小規模企業」は 65.2％と全体（77.0％）を 11.8 ポ

イント下回る結果となっています。 

◆新卒社員の採用 「大企業」76.2％、「小規模

企業」23.7％ 

同調査では、2024 年度入社における新卒社員

の採用状況についても尋ねており、「採用あり」は

45.3％、「採用なし」は 53.1％となっています。これを

規模別に「採用あり」の割合をみると、「大企業」は

76.2％と全体を約 30 ポイント上回った一方で、「中

小企業」は 40.9％、「小規模企業」は 23.7％となっ

ており、企業規模別の差が大きいことがわかります。 

◆広がる格差と人手不足への対応 

 同調査では、中小企業から「大企業との賃上げ格

差が拡大し、人材の確保が一段と困難になっている」

との声も聞かれたことが示されています。 

 資金的余裕がないため賃上げしたくてもできないと

いう中小企業は多い状況下で、賃上げが進む大企

業との賃金格差、またそれによる人手不足はますま

す深刻化していくものと思われます。生産性を高める

様々な施策とともに、他社と差別化した人材確保の

諸施策もあわせて検討していきたいところです。 

 

中小企業、労務費増加分の価格転嫁は十

分に進まず足踏み～日本商工会議所の調

査より 

日本商工会議所は４月 30 日、「商工会議所Ｌ

ＯＢＯ（早期景気観測）」の４月調査結果を発表し

ました。全国の会員企業 2,472 社を対象に調査した

もので、2024 年４月 12 日～18 日に実施し、2,033

社から回答を得ています。今月の付帯調査「コスト

増加分の価格転嫁の動向」によると、持続的な賃

上げに向けて課題となっている労務費の増加分の転

嫁は、まったくできていない企業が 25.6％に上ってい

ます。 

原材料費やエネルギー費を含めたコスト全体の価格

転嫁については、50.9％の中小企業が上昇分の４

割以上を転嫁できていますが、2023 年 10 月の前

回調査より 4.4 ポイント低下しています。2023 年 11

月には公正取引委員会が、中小企業の賃上げ分

の価格転嫁を促す指針を公表しましたが、転嫁が

十分に行われていない状況です。 

◆価格協議が実施できた企業は７割超、４割以 

上の価格転嫁ができた企業も５割超 
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 発注側企業との「価格協議の動向」については、

「協議を申し込み、話し合いに応じてもらえた」

66.0％、「コスト上昇分の反映の協議を申し込まれ

た」7.7％で、合計すると「協議できている」企業は

73.7％と、2023 年 10 月調査から 0.7 ポイント減少

しているものの、７割超と高水準であり、価格協議は

浸透しているといえます。 

 一方、コスト増加分の「価格転嫁の動向」について

は、50.9％の企業が「４割以上の価格転嫁」が実施

できていますが、2023 年 10 月調査から 4.4 ポイント

減少しています。 

◆労務費増加分では、価格転嫁がまったくできてい

ない企業が 25.6％ 

コスト増加分のうち労務費増加分の「価格転嫁の

動向」については、「４割以上の価格転嫁」が実施で

きた企業は 33.9％で、2023 年 10 月調査から 0.8

ポイント減少とほぼ横ばいとなっています。 

ま た 、 ま っ た く 価 格 転 嫁 で き て い な い 企 業 は

25.6％あり、価格転嫁の進捗は足踏みしている実

態が懸念されます。 

 
2025 年卒大学生の就職意識の動向 

株式会社マイナビが、2025 年卒大学生の就職

意識調査の結果を発表しました。この調査は、学生

の就職意識や就職活動全体の動向を把握すること

を目的に、1979 年卒より毎年実施されています。調

査結果の概要は以下のとおりです。 

◆就職観 

「楽しく働きたい」が 38.9％（前年同値）で最多で

した。増加幅が最も大きかったのは「個人の生活と仕

事を両立させたい」で、前年比 1.7 ポイント増の

24.5％でした。プライベートも充実させながら、無理

なく働きたいという若者が多いことがわかります。 

◆企業志向 

大手企業志向が 53.7％で前年比 4.8 ポイント増

となり、３年ぶりに半数を超えました。最も多かった回

答は、「自分のやりたい仕事ができるのであれば大手

企業がよい」でした（43.9％）。やりたい仕事ができる

かどうか、という職種に対する関心の高さがうかがえま

す。 

◆企業選択のポイント 

「安定している会社」が 49.9％で６年連続最多と

なりました。「給料が良い会社」も３年連続で増加

（23.6％）しました。待遇や働く環境への安心感を求

める傾向が読み取れます。 

◆行きたくない会社 

「ノルマがきつそうな会社」が 38.9％で最多でした。

また、「転勤が多い会社」も４年連続で増加し、初め

て３割を超えました。共働きが増える中で、ライフスタ

イルの変更を余儀なくされる転勤への抵抗感が高

まっています。 

 

 

６月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

３日 

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜７月 10 日

まで＞［労働基準監督署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

７月１日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第

1 期分＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事

務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状

況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞

［公共職業安定所］ 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 


